
平成平成平成平成２２２２６６６６年度決算年度決算年度決算年度決算のののの概況概況概況概況

  平成26年度は，「いけるよ！徳島・行動計画」の計画期間最終年度という「集大成の年」であるとともに，

本四高速に全国共通料金制度が導入され，本県の「陸・海・空」全ての交通体系が飛躍的に進化するなど，徳

島・飛躍に向けた「エポックメイク」の年として，チャンスを大きく花開かせる，重要な年度であった。

　そのため，平成26年4月の「消費税増税」による景気の腰折れや県民生活への影響が懸念される状況の中，

国が経済再生・デフレ脱却を目指し，平成25年度補正予算と平成26年度予算とを一体的に編成した予算に，県

としても積極的に呼応し，平成26年度当初予算と平成25年度11月補正予算及び2月補正予算を合わせ，平成25

年度の「14か月予算」を上回る「15か月プラス・アルファ予算」を編成し，迅速かつ切れ目のない執行を可能

とした。

　その後も，8月の豪雨災害や12月の豪雪災害を踏まえた各種対策や，国の「地方への好循環拡大に向けた緊

急経済対策」に呼応した切れ目のない経済・雇用対策など，県内経済や県民生活を守り抜くための補正予算

を，一般会計だけで9回編成し，機動的な対応に努めた。

　一方，新たに策定した財政構造改革基本方針（平成26から28年度）の下，成長戦略や課題解決のための施策

の積極展開と財政健全化を両立させるため，限られた財源の重点的かつ効率的な配分を行い，諸事業を実施し

た。

１１１１　　　　決算規模等決算規模等決算規模等決算規模等

　 一般会計歳入歳出決算規模等の推移は第1表のとおりであり，平成26年度一般会計の決算状況は第2

表，平成26年度特別会計の決算状況は第3表のとおりである。

　一般会計については，歳入決算額は 498,629,2 66千円であり，前年度に比べて2,331,845千円，

率にして 0.5パーセントの減となっている。増額の主な内訳は，地方消費税清算金 2,954,037千円

（前年度比増加率 21.2％），県税 2,668,164千円（同 3.7％），地方譲与税 2,172,340千円

（同16.4％）となっており，これに対し減額は，国庫支出金 12,466,46 0千円（前年度比減少率

17.3％），県債 4,157,867千円（同 7.2％）となっている。

　一方，歳出決算額は 478,556,4 62千円であり，前年度に比べて 1,248,997千円，率にして

0.3パーセントの減となっている。増額の主な内訳は，民生費 5,122,482千円（前年度比増加率

9.6％），商工費 4,661,512千円（同 9.5％），土木費 3,304,821千円（同 6.5％）であり，こ

れに対し減額は，総務費 15,359,27 7千円（前年度比減少率 29.8％），公債費 2,148,753千円

（同2.5％），労働費 1,185,823千円（同 16.0％）となっている。
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(単位：千円) 

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

Ａ 486,797,697 477,500,683 472,132,543 500,961,111 498,629,266 

Ｂ 469,183,529 466,174,921 457,947,074 479,805,459 478,556,462 

Ｃ 17,614,168 11,325,762 14,185,469 21,155,652 20,072,804 

Ｄ 8,245,081 4,560,961 7,212,638 12,349,575 11,059,417 

Ｅ 9,369,087 6,764,801 6,972,831 8,806,077 9,013,387 

Ｆ 1,843,141 △ 2,604,286 208,030 1,833,246 207,310 

区　　　　　分

歳 入 歳 出 差 引 額
（ Ａ － Ｂ ）

翌 年 度 へ 繰 り 越
す べ き 財 源

実 質 収 支
（ Ｃ － Ｄ ）

単 年 度 収 支
（ Ｅ － 前 年 度 Ｅ ）

歳 出 決 算 額

歳 入 決 算 額

第１表 一般会計歳入歳出決算規模等の推移

２２２２ 収支収支収支収支のののの状況状況状況状況
(1) 形式収支（一般会計）

歳入決算額と歳出決算額との差引額，すなわち形式収支は20,072,804千円の黒字となっている。
(2) 実質収支（一般会計）

形式収支から翌年度へ繰り越すべき財源11,059,417千円を差し引いた額，すなわち実質収支は
9,013,387千円の黒字となっている。

(3) 単年度収支（一般会計）

平成26年度実質収支から前年度実質収支8,806,077千円を差し引いた額，すなわち単年度収支は
207,310千円の黒字となっている。
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(単位：千円) 

平成26年度 平成25年度 差引増減額 増 減 率

Ａ Ｂ Ｃ （％）
26年度
（％）

25年度
（％）

１ 75,719,534 73,051,370 2,668,164 3.7 15.1 14.6 

２ 16,912,929 13,958,892 2,954,037 21.2 3.4 2.8 

３ 15,455,359 13,283,019 2,172,340 16.4 3.1 2.6 

４ 175,325 175,447 △ 122 △ 0.1 0.1 0.1 

５ 149,595,725 150,594,295 △ 998,570 △ 0.7 30.0 30.0 

６ 264,271 297,766 △ 33,495 △ 11.2 0.1 0.1 

７ 905,016 1,255,929 △ 350,913 △ 27.9 0.2 0.3 

８ 4,640,797 3,880,746 760,051 19.6 0.9 0.8 

９ 59,424,806 71,891,266 △ 12,466,460 △ 17.3 11.9 14.3 

10 1,046,342 722,095 324,247 44.9 0.2 0.1 

11 1,154,999 1,083,647 71,352 6.6 0.2 0.2 

12 83,321,080 85,507,292 △ 2,186,212 △ 2.6 16.7 17.1 

13 21,155,652 14,185,469 6,970,183 49.1 4.3 2.8 

14 15,307,298 13,365,878 1,941,420 14.5 3.1 2.7 

15 53,550,133 57,708,000 △ 4,157,867 △ 7.2 10.7 11.5 

498,629,266 500,961,111 △ 2,331,845 △ 0.5 100.0 100.0 

決　算　構　成　比
区　　　　　分

合　　　　　　計

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 消 費 税
清 算 金

県 税

第２表 平成２６年度一般会計の決算状況

諸 収 入

繰 越 金

地 方 交 付 税

繰 入 金

寄 附 金

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

使 用 料 及 び
手 数 料

分 担 金 及 び
負 担 金

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ×100

県 債

① 歳 入
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(単位：千円) 

平成26年度 平成25年度 差引増減額 増 減 率

Ａ Ｂ Ｃ （％）
26年度
（％）

25年度
（％）

１ 956,406 951,102 5,304 0.6 0.2 0.2 

２ 36,159,520 51,518,797 △ 15,359,277 △ 29.8 7.6 10.7 

３ 58,292,863 53,170,381 5,122,482 9.6 12.2 11.1 

４ 26,766,722 25,425,948 1,340,774 5.3 5.6 5.3 

５ 6,231,679 7,417,502 △ 1,185,823 △ 16.0 1.3 1.6 

６ 33,371,263 34,480,587 △ 1,109,324 △ 3.2 7.0 7.2 

７ 53,709,195 49,047,683 4,661,512 9.5 11.2 10.2 

８ 53,835,399 50,530,578 3,304,821 6.5 11.2 10.5 

９ 22,119,342 21,570,009 549,333 2.5 4.6 4.5 

10 81,925,392 80,684,442 1,240,950 1.5 17.1 16.8 

11 1,839,142 697,630 1,141,512 163.6 0.4 0.1 

12 84,615,646 86,764,399 △ 2,148,753 △ 2.5 17.7 18.1 

13 18,733,893 17,546,401 1,187,492 6.8 3.9 3.7 

478,556,462 479,805,459 △ 1,248,997 △ 0.3 100.0 100.0 

決　算　構　成　比
区　　　　　分

合　　　　　　計

民 生 費

衛 生 費

総 務 費

議 会 費

諸 支 出 金

労 働 費

公 債 費

災 害 復 旧 費

警 察 費

教 育 費

土 木 費

商 工 費

農 林 水 産 業 費

（Ａ－Ｂ） Ｃ／Ｂ×100

② 歳 出
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(単位：千円) 

区　　　分

歳入決算額
Ａ

歳出決算額
Ｂ

差引残高
Ａ － Ｂ

歳入決算額
Ｃ

歳出決算額
Ｄ

Ａ － Ｃ Ｂ － Ｄ

1,509,264 725,758 783,506 1,546,174 693,582 △ 36,910 32,176 

5,534,612 1,686,471 3,848,141 5,033,901 1,019,284 500,711 667,187 

209,234 209,234 0 222,241 222,241 △ 13,007 △ 13,007 

354,809 146,846 207,963 346,327 101,591 8,482 45,255 

103,697,994 103,521,734 176,260 93,527,918 93,404,546 10,170,076 10,117,188 

6,040,420 642,027 5,398,393 6,188,261 961,118 △ 147,841 △ 319,091 

徳 島 ビ ル 管 理 事 業
特 別 会 計

266,202 72,036 194,166 181,449 18,221 84,753 53,815 

34,411 5,481 28,930 67,358 34,651 △ 32,947 △ 29,170 

271,203 210 270,993 264,369 294 6,834 △ 84 

166,378 166,014 364 141,910 141,702 24,468 24,312 

230,038 6,156 223,882 197,089 935 32,949 5,221 

2,055,353 1,667,975 387,378 640,231 197,124 1,415,122 1,470,851 

859,839 854,071 5,768 596,178 582,276 263,661 271,795 

6,939,308 6,744,646 194,662 5,319,013 5,132,164 1,620,295 1,612,482 

115,900 83,187 32,713 140,155 88,884 △ 24,255 △ 5,697 

401,410 140,734 260,676 331,172 197,020 70,238 △ 56,286 

2,929,367 2,173,707 755,660 3,503,645 2,689,243 △ 574,278 △ 515,536 

107,160,453 107,160,453 0 90,816,781 90,816,781 16,343,672 16,343,672 

30,123,901 30,123,901 0 28,905,110 28,905,110 1,218,791 1,218,791 

合　　　計 268,900,096 256,130,641 12,769,455 237,969,282 225,206,767 30,930,814 30,923,874 

差 引 増 減 額平　成　26　年　度 平　成　25　年　度

都 市 用 水 水 源 費
負 担 金 特 別 会 計

母子父子寡婦福祉資金
貸 付 金 特 別 会 計

市 町 村 振 興 資 金
貸 付 金 特 別 会 計

用 度 事 業 特 別 会 計

給 与 集 中 管 理
特 別 会 計

中 小 企 業 近 代 化 資
金 貸 付 金 特 別 会 計

証 紙 収 入 特 別 会 計

奨 学 金 貸 付 金
特 別 会 計

沿 岸 漁 業 改 善 資 金
貸 付 金 特 別 会 計

公 用 地 公 共 用 地
取 得 事 業 特 別 会 計

県 有 林 県 行 造 林
事 業 特 別 会 計

林 業 改 善 資 金
貸 付 金 特 別 会 計

農 業 改 良 資 金
貸 付 金 特 別 会 計

第３表 平成２６年度特別会計の決算状況

県 営 住 宅 敷 金 等
管 理 特 別 会 計

港 湾 等 整 備 事 業
特 別 会 計

流 域 下 水 道 事 業
特 別 会 計

公 債 管 理 特 別 会 計

中小企業・雇用対策
事 業 特 別 会 計
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